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1 ユビキタスネットワーク時代に向けたマルチコ
ンテンツ利用技術の開発・実証

2 次世代型映像コンテンツ制作・流通支援技術の
研究開発
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図表3-5-1 マルチコンテンツ利用技術の開発・実証

5第 節
コンテンツ流通の促進と情報通信ベンチャー
の創業・成長を促進するための取組

SECTION 05

（1）ブロードバンドコンテンツの制作・流通の促進 ～コンテンツ利用における利便性の確保と権利の適切な保護の両立等を実現～

1 コンテンツの制作・流通・保存の促進
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1 ウェブ情報のアーカイブ化の促進

2 アーカイブコンテンツのネットワーク利活用の
促進

行政情報 
ウェブ 

学術情報 
ウェブ 

各種情報 
ウェブ 

企業情報 
ウェブ 

個人 
ウェブ 

効率的な収集・保存の仕組みの確立 

国会図書館による 
アーカイブ 

NPO・地方公共団体等によるアーカイブ 

・・・ 

・・・ 

メタデータ：コンテンツを効率よく利用するた
めに、コンテンツに対し付与され
る所在・内容・ 権利条件等の記述
を含むデータ 

汎用的なメタデータ 
等の確立 

横断検索、統一されたユーザー 
インターフェースでの閲覧 

図表3-5-2 ウェブ情報等のデジタルアーカイブ化とその利活用の促進

（2）デジタルアーカイブの高度利活用の促進 ～デジタルアーカイブを通じたコンテンツの拡大再創造サイクルの確立～



SECTION 05

第　節5コンテンツ流通の促進と情報通信ベンチャーの創業・成長を促進するための取組

第

章
3

情
報
通
信
政
策
の
動
向

201平成18年版　情報通信白書

1 インターネット上の違法・有害コンテンツ対策

2 ネットワークを利用した不正な映像コンテンツ
流通防止に関する調査研究

3 放送番組制作委託の公正性・透明性の一層の向
上に向けた取組

4 地域に根ざしたデジタルコンテンツの制作・流
通促進に向けた取組

（3）良質なコンテンツの制作・流通の促進に向けた取組 ～安心・安全・公正なコンテンツの制作・流通体制の実現に向けた取組～

民間の第三者機関 コンテンツ事業者 利　用　者 申請 
（セルフレイ 
ティング） 

認定 サイトA
12才 
以下推奨 

認定事業者のサイト 

サイト閲覧 

安心・安全な 
サイトの提供 

・マーク表示により、ウェブサ
イトの安心・安全性を容易に
判断 
・アクセス制御システムを併用
すること等
により、ウ
ェブサイト
を安心・安
全に利用 

・マーク制度の審査基準に沿っ
たウェブサイト運営 

安心!

・審査基準の策定 
・ウェブサイト開設者を審査・認
定し、マークを付与 

図表3-5-3 「コンテンツアドバイスマーク」（仮称）のイメージ
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1 情報通信ベンチャーと他の企業との連携の促進

2 情報通信ベンチャーからの政府調達の拡大

3 ICTベンチャー支援のための連携施策の実施

4 情報フロンティア研究会

5 情報通信ベンチャー企業をサポートする主な施策
―助成金・出資・融資・債務保証・税制、法律

2 情報通信ベンチャーの創業・成長を促進するための環境整備

地域における交流
イベントの充実 

独立行政法人情報通信研究機構において情
報通信ベンチャーによるビジネスプラン発
表会や企業経営に関するセミナー等を東京
以外の地域にも拡大して開催 

情報通信ベンチャ
ーに関する情報提
供の充実 

独立行政法人情報通信研究機構において情
報通信ベンチャーの決算状況、事業概要、
政府調達実績、公的機関からの助成金交付
実績等のデータベースを一般に公開 
（URL：http://www.venture.nict.go.jp/directory） 

１基盤技術研究円滑化法に基づく制度で、広く民間企業等から研究開発課題を公募し、その中から優れた案件を選び出して委託契約を結び、研究開
発の委託を行うもの
２詳細は資料編データ19「主な情報通信ベンチャー支援施策」を参照


